
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

事業内容の変更に伴い、活動指標・成果指標ともに、今年度から新たに設定。事業の活用により、温室効果
ガスの算定・削減に取り組み、モデルケースとして創出した企業の数を活動指標とするほか、経営改善を図
るための取組内容として、「脱炭素に資する企業活動」と回答した製造業の割合を成果指標とする。

今年度の見直し
内容

市内ものづくり企業において、診断や計画策定の重要性についての理解が広がっていないという課題を解決するため、ハンズオン支援業務を廃
止し、セミナーの実施による啓発喚起へ手法を変更した。

来年度以降の方
向性

市内ものづくり企業における省エネ・脱炭素化促進に向けて、当市の産業構造を念頭に置きながら、中小企業の実態やニーズに即した支援内容
を検討する。

- - - - 20.4 25

↓

アウトカム
成果指標2

経営改善のため脱炭素に資する企業活動に取り組んだ製造
業の割合

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

- - - - 4 4

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

指標１で設定したモデル補助事業について、令和７年度において申請がなかったことを踏まえ、事業内容の
見直しを行うことから、指標１は令和７年度で終了とする。

アウトプット
活動指標2

温室効果ガス排出量の算定・削減に取り組んだモデル企業の
数

という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

- - 1 1 - -

↓

アウトカム
成果指標1

モデル補助金を活用しコスト（売上高原価率）が低減した企業
の数

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

- 10 18 10 - -

人工

指標

アウトプット
活動指標1

モデル補助事業により削減された二酸化炭素の量（ｔ） という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

0.5 人工

令和7年度予算額 11,000 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量 0.5

正規職員業務量 0.5 人工

令和6年度決算額 11,000 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 0.8 人工

令和6年度予算額 12,000 千円 うち特定財源 0 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

製造業の工場等における省エネ・脱炭素化の支援を通じて、製造業者の持続可能な事業展開を実現する。

他都市の状況

栃木県「サプライチェーン脱炭素化モデル事業補助金」
大阪府「中小事業者の対策計画書に基づく省エネ・再エネ設備の導入支援補助金」
呉市「呉市脱炭素化設備等導入補助金」
広島市「省エネ機器導入支援事業補助金」

市民参加の実施

令和5年度決算額 304,892 千円 うち特定財源 304,892

施策名 脱炭素社会の早期実現に向け、更なる省エネルギー化に加え、北海

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

製造業においては、ボイラーや工業炉などの熱供給機器や冬期間における工場内の暖房使用等を通じて、化
石燃料や電力が大量に消費されている。エネルギーや原材料価格が高騰し、取引先への当該コスト上昇分の
価格転嫁が十分に進んでいないなか、製造コストの低減に大きく寄与する省エネ・脱炭素化の取組を進めていく必要がある。一
方で、中小製造業においては設備投資等に対する資金力に課題を抱える状況にある。

事業内容
（何を実施し）

・製造業省エネ・カーボンニュートラル　ハンズオン支援事業
　省エネ・カーボンニュートラルを効果的・効率的に進めていくためには、エネルギー診断を経た上で、設備導入を計画的に進
めていく必要があることから、委託事業による計画策定支援を実施した。
支援内容については以下のとおり。
【委託事業者の選定企業（市内食品加工業１社）に対し、運用改善における提案２件、投資改善における提案５件の計７件の省
エネ手法について提案。運用改善の取組を先行した上で、投資改善については設備の老朽化や費用対効果も考慮しつつ省エ
ネ化に取り組むことを推奨し、５年間の中長期計画策定を支援した。】
・製造業省エネ・カーボンニュートラル　モデル事業創出補助金
　市内製造業において、省エネ・脱炭素化のモデルケースとなるような、ハード及びソフトの取組に対し補助。市内企業１社へ交
付した。
【上限１０，０００千円、補助率２／３、採択予定数１件】
採択案件の内容は以下のとおり。
【採択企業：橋梁・水門等の金属製品製造業／ハードの取組：工場屋根への太陽光発電の設置に加え、工場の壁面に建物の
耐荷重や耐震性に影響を与えずに設置場所を確保できる超軽量のシリコン製太陽光パネルを設置／ソフトの取組：工場内で
使用するコンプレッサーの運用改善等】

事業名 製造業省エネ・カーボンニュートラル促進支援費

評価担当課 所   属 経）産業振興部　産業振興課 電話番号 011-211-2392

事業評価調書

年度 令和6年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 70029


